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自動車安全研究領域における研究の概要と方向性 
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1 はじめに 
我が国の交通事故の死者数は継続して減少しており、

平成 23 年は 4,611 人と過去最低を記録したものの、いま

だに 5,000 近い人が犠牲になっている。特に歩行者が相

対的に増える傾向にあり、平成 20 年以降は乗車中の死者

数を抜いて最大の割合を占めている。 

昨年3月に作成された政府の第9次交通安全基本計画

では、「平成 27 年までに 24 時間死者数を 3,000 人以下

とし、世界一安全な道路交通を実現する」との目標が定

められた。また、国土交通省でも車両の安全対策により

2020年の交通事故死者数を2010年比で約1,000人削減す

る数値目標を提示したが、達成のためには、様々な安全

技術の開発と普及が不可欠である。 

交通研の最も重要な研究目的が、自動車の安全基準作

成の支援である。基準の作成をとおして安全な車の普及

を目指している。安全な車とは、事故を起こしにくい車、

事故が発生した時に乗員や歩行者などの被害が低い車の

ことをいう。 

安全基準は一般的に評価法と基準値で構成されるが、

コアとなる安全性能の評価法(試験法)を作ることが最も

重要である。 

2 安全研究 

2.1 衝突安全 
現行の車両乗員の衝突安全基準では、乗用車の前面衝

突試験、側面衝突試験、スレッド試験等に関して法令上

の定めがある。平均的な体格の男性ダミーや子供ダミー

を用いてバリア衝突試験などが行われているが、今後は、

交通事故の多様な実態を踏まえた安全性能評価について

検討する必要がある。このため、交通事故の調査解析、

実車衝突実験、スレッド実験等の衝突実験、コンポーネ

ント実験、シミュレーション解析等を行っている。 

大人乗員の安全性に関する調査としては、カーテンエ

アバッグの車対車側面衝突事故での効果について調査を

行った。この調査結果は、UN/ECE/WP29/GRSP でのポー

ル側面衝突試験の導入に関する検討に活用されている。 

前面衝突試験に関しては、コンパティビリティ性（大

きな車と小さな車の衝突）を考慮した試験方法の改正案

が議論されており、日本が提案した試験方法も案の一つ

として検討されている。 

子供乗員の安全性に関する調査としては、幼児専用車

(幼稚園バス)の安全性に関する研究を実施した。シート

ベルトの装備やシートの改善、プロテクタの追加による

安全性向上の可能性を検討し、幾つかの対策オプション

を作成して国に提案している。 

チャイルドシートに関しては、これから導入される予

定の側面衝突試験方法について研究を行った。実車衝突

試験及びスレッド試験に基づいて、試験方法の問題点や

その改善案の提案を行っている。 

人体の傷害の評価については、頭部、胸部、脚部を中

心に安全性が議論されてきたが、腹部についても傷害指

標の研究を進めている。 

2.2 予防安全 
予防安全研究においては、予防安全装置を評価するた

め、被験者を使った DS 実験、シミュレーション等を行

い、効果の評価や安全上の副作用の有無を確認している。 

予防安全システムは、ドライバの運転支援、自動ブレ

ーキなど機能が多様であり、ドライバの反応など操作の

ばらつきが非常に大きいため、システムの技術評価だけ

では安全性の効果の計量が難しくなる。 

2011 年からスタートした国土交通省の第 5 期先進安

全自動車(ASV)計画においては事務局として全体の企

画・運営を行うとともに、プロジェクト推進に必要とな

る DS実験やシミュレーション構築等の研究成果を ASV

に提供している。 

なお、先進ブレーキシステム AEBS については、昨

年より試験に用いる模擬障害物（ターゲット）の評価法

について研究を進めてきたが、昨今欧米を中心に標準タ

 

 

５．ハイブリッド車等の静音性対策に関する活動 
５．１．日本のガイドラインを国際基準のガイドライ

ンへ 
 日本では、平成 21 年 4 月より、エコカー補助金が

導入され、これをきっかけにハイブリッド車が急増し

た。その一方で、ハイブリッド車が低速でモーターの

みで走行している時は、音が小さいために車両の接近

に気付きにくく危険という意見が、視覚障害者団体や

ユーザー等から国土交通省に寄せられた。 
 そのため、国土交通省は平成 21 年 7 月に検討会を

設置し、検討会の報告を基に平成 22 年 1 月に「ハイ

ブリッド車等の静音性に関するガイドライン」を公表

した。このガイドラインでは、モーターのみで低速走

行しているときは音で車両の接近を知らせることと

しており、車両接近通報装置が満たすべき要件を示し

たものである。このガイドラインは日本が世界に先駆

けて導入したものである。 
 WP29 及びGRB に対しては、全米盲人協会（NFB：
National Federation of Blind）が同様の問題を提起

し、2010 年 2 月に GRB の傘下に QRTV（Quiet Road 
Transport Vehicles）インフォーマル会議が設置され、

検討が始まった。日本は、第 1 回（平成 22 年 2 月）、

第 2 回（同 5 月）、第 3 回（同 7 月）のインフォーマ

ル会議において、日本のガイドラインについて説明を

行うとともに、第 3 回では、自動車メーカーが試作し

たガイドラインに基づく接近音の実演を実施した。同

様の実演を、第 52 回 GRB（同 9 月）において国連の

構内で行い、多くの GRB 参加者に日本のガイドライ

ンに対する理解を得た。第 4 回インフォーマル会議

（同 9 月）では、日本のガイドラインをベースに国際

基準のガイドラインを検討することが決まった。平成

22 年 12 月に日本から国際基準のガイドライン案を

GRB に提案し、第 53 回 GRB（平成 23 年 2 月）及

び第 154 回 WP29（同 3 月）において、日本のガイ

ドラインをほぼそのままの形で国際基準のガイドラ

イン案としたものが、賛成多数で承認された。このよ

うに、日本のガイドラインが公表されてから 1 年余り

で国際基準のガイドラインとすることができた。 
５．２．ガイドラインから基準化へ 
 日本と米国では静音性対策の基準化を目指してお

り、国際統一基準（gtr）を提案する公式文書

ECE/TRANS/WP.29/2012/60 が米国から WP29 に提

出され、6 月の第 157 回WP29 において承認された。

この提案では、日米欧が共同スポンサーとして GTR
を検討するためのGTR-QRTVインフォーマル会議を

設置し、米国が議長、日本が副議長、EC が事務局を

担当することとされた。 
 第 1 回 GTR-QRTV インフォーマル会議は、平成

24 年 7 月 18 日から米国運輸省の NHTSA で開催さ

れた。会議は、GTR 提案のTOR のレビューから始ま

り、NHTSA でこれまでに実施された調査結果の報告

が行われた。会議の最後に日本から GTR-QRTV のコ

ンセプトとして、国際基準のガイドライン及び QRTV
の勧告をベースとした検討を行っていく提案をした。

これに対して、EC、独、仏、OICA 等のサポートを

得たが、米国提案と相反している部分があることから

米国の支持は得られなかった。今後、基準化へ向けた

具体的な検討を行っていく。 
 

６．まとめ 
自動車騒音の国際基準調和活動はここ 2～3 年で非

常に活発に行われている。本稿では、その概要を紹介

した。国際基準調和は、国土交通省をはじめ、環境省、

関連する業界団体等が一体となって初めて実現する

ものである。今後も、交通安全環境研究所として国際

基準調和活動に積極的に協力をし、その役割を果たし

て行きたい。 
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図 5 国連構内で行われた実演の様子 
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１．歩行者事故予防に向けた高齢者の行動特性と 
道路横断タイミングに関する基礎調査 
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１．はじめに 

 自動車事故に関し政府は 2018 年を目処に交通事故

死者数を 2,500 人以下とする目標を掲げ，安全対策の

推進を図っている．交通事故を事故類型別にみると，

歩行者の死亡事故は死亡事故全体の約37％ を占めて

いる(1)．そのため，歩行者の死亡事故について交通事

故総合分析センター（ITARDA）等により調査が実施

されている(2) (3)．歩行者死亡事故のうち高齢歩行者

（65 歳以上）は 70%と高い割合を占めている (2)．そ

のため，高齢歩行者の事故予防対策が重要である．歩

行者事故のうち，72％は道路横断中に起こっており

（2011 年，図１），単路（横断歩道外）を横断中のケ

ースが最も多く約 50%を占めている (3)．  

横断歩道

21%

横断歩道外

51%

通行中
10%

その他
18%

死亡事故件数

1,623件 横断中
計72%
横断中
計72%

 
図１ 歩行者死亡事故の行動別割合(1)（2011 年） 
 
このような事故を予防するには，歩行者が道路を横

断する条件を調査し，歩行者事故の発生を予測するこ

とが重要である．本研究は，高齢歩行者の横断事故の

予防を目指して，高齢者の生活様式，行動特性，歩行

速度などについて調査した結果を報告する．また，道

路横断時の判断に関する実車実験に基づき，車両側か

ら見た安全対策等について報告する． 
 
 

２．歩行者の生活習慣と意識調査 
 高齢者及び比較対照群の若年者を対象に生活習慣，

横断歩道のない道路を日常的に横断する機会の有無，

横断する場合の動機などについてアンケート調査を

行った．また，地域間の違いを検討するために，公共

交通が発達している東京都と自家用車の利用頻度が

高い秋田県のケースを比較した． 
 調査対象者の人数は，東京都在住の高齢者は男性11
名，女性 7 名（平均年齢 75.4 歳），若年者は男性 2 名，

女性 8 名（同 33.5 歳）であった．秋田県在住の高齢

者は男性 8 名，女性 8 名（同 66.8 歳），若年者は男性

16 名，女性 1 名（同 22.5 歳）であった． 
以下に主な調査結果を示す． 

２．１ 就業・通学時間 
 東京都の高齢者の就業時間は週に 3 日以上，1 日～

2 日，未就業がそれぞれ約 30%程度であったが，秋田

県の高齢者は 4 分の 3 が未就業であった．若年者は東

京都と秋田のいずれも，週に 3 日以上が 100%に近か

った．高齢者の場合は地域によらず仕事や就学による

外出頻度は低下することがわかった． 
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図２ 就業／通学時間 

２．２ 調査項目２：外出目的（複数回答可） 
 若年者の外出目的は大半が仕事，買い物であるのに

対し，高齢者ではこれらに加えて習い事や散歩など多

岐にわたっている．就業・就学中の若年者の場合，毎

日ほぼ同じルートを通行すると思われるが，高齢者は

目的に応じて通行する道路が様々であり，車両と接近

する条件が変化すると推察される． 

 

 

ーゲットの作成が急ピッチで行われているため、欧米の

関係者と連絡をとりつつ研究を進めている。 

2.3 電気・電子技術 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機能

がコンピュータを使った高度なシステムによって実現さ

れており、安全性向上、環境対策、燃費改善、快適性の

向上等が図られている。その一方で、システムがハード、

ソフトともに複雑・高度化し、かつ、ブラックボックス

化しているため、問題が発生した場合、現象が極めて間

欠的な事象であることが多く、早急な原因の究明や対応

が難しくなっている。「自動車の電子制御の進展が安全

性・信頼性に及ぼす影響に関する研究」では、ソフトウ

ェアの変更などによる電子制御システムの性能の変化を

検証する手法について研究している。 

また、環境対策として今後普及が期待される EV や

HEV で使われるリチウムイオン電池については安全上

の懸念も指摘されていることから、リチウムイオン電池

搭載車のリスクを分析し、安全性基準について研究して

いる。 

2.4 点検・整備 
近年、自動車を買い替えるまでの期間は伸びる傾向に

あり、使用過程車の車齢は増加している。この結果、設

計寿命を超えて使用される車両も増加傾向にあると考え

られ、長期使用による構造・装置の劣化と適切なメンテ

ナンスを怠ったことが原因と見られる深刻な事例が報告

されている。 

整備工場などでの点検整備記録をデータベース化し、

科学的で多面的なミクロ、マクロ分析をすることで、長

期使用と安全リスクとの関係を分析し、適切な保守管理

手法について調査している。また、個別研究としてはオ

イルのメンテナンス不良による火災事故やエンジン破損

の発生メカニズムを再現実験した。 

3 国際連携・国際調和活動 
限られた資源で効率的な研究を行うため、国際的な連

携を強めている。NHTSA、VRTC、UTAC、BASt、TNO

等欧米の研究機関等との情報交換を進めている。 

また、子供乗員の安全性に関する国際会議への企画・

参加、SAE、ESV、iCrash 等で研究成果の発表や意見交

換を行っている。 

基準の国際調和については国連欧州経済委員会自動

車基準調和世界フォーラム(UN/ECE/WP29)の専門家会

議に職員を派遣し、各国の専門家との情報交換を図りな

がら国際調和基準の作成を行っている。WP29 の中で担

当する委員会は GRRF(ブレーキと走行装置)、GRSP(衝突

安全)、GRE(灯火器)、GRSG(一般安全)、ITS インフォー

マル(情報、MHI)である。 

4 歩行者保護の視点 
フォーラム 2012 では歩行者安全を中心にとりあげた

が、これは交通事故の死者数が減少傾向を続ける中で、

歩行者の死者数が相対的に増える傾向にあり、平成 20

年以降は乗車中の死者数を抜いて最大の割合を占めてい

るためである。特に 65 歳以上の高齢者が犠牲になること

が多く、高齢歩行者は全事故死者の約 25％を占めて事故

死者の 4 人に 1 人を占めている。更に高齢歩行死者の

96%が車との衝突であり、今後社会全体として高齢化が

急速に進むことを考えると、早急な対策が必要になる。
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また、上図に示すとおり歩行者死者の大多数が直進中

の自動車との衝突によるものであり、また、事故の中に

は居眠り運転等による暴走が原因のものも見受けられ、

車両側で対策する必要があると考えられるものも多い。 

交通研では、道路横断の判断といった歩行者の行動特

性の分析、GPS を利用した情報支援やカメラと連動した

自動ブレーキシステムのような事故防止技術の評価、そ

して事故による人体傷害の発生メカニズムの解明など、

歩行者事故を発生から結果まで総合的に捉えて研究して

いる。そして、歩行者という交通弱者の視点で自動車の

安全技術を評価する手法の開発に取り組んでいる。 

歩行者事故防止技術は国際的にも注目されている。

Euro-NCAP においても数年以内にアセスメントの対象

になる予定であり、制度が整いつつある。 

 


